
規 則

�愛媛県規則第４８号
災害救助法施行細則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

災害救助法施行細則の一部を改正する規則

災害救助法施行細則（昭和３５年愛媛県規則第１７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 収容施設の供与

� 省略

� 応急仮設住宅

ア～カ 省略

キ 応急仮設住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第８５条第３項又は第４項による期

限内（最高２年以内）とする。

２～１２ 省略

別表２（第１１条関係）

実 費 弁 償

１ 令第１０条第１号から第４号までに規定する者

� 日当

ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり２３，０００円以内

別表１（第３条関係）

救助の程度・方法及び期間

１ 収容施設の供与

� 省略

� 応急仮設住宅

ア～カ 省略

キ 応急仮設住宅を供与できる期間は、完成の日から建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第８５条第３項 による期

限内（最高２年以内）とする。

２～１２ 省略

別表２（第１１条関係）

実 費 弁 償

１ 令第１０条第１号から第４号までに規定する者

� 日当

ア 医師及び歯科医師 １人１日当たり１７，４００円以内
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附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県告示第１７９９号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８００号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４６条第１項の規定により、次のとおり指定居宅介護支援事業者を指定した。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

イ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士及

び歯科衛生士 １人１日当たり１６，４００円以内

ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １人１日当たり

１６，５００円以内

エ 救急救命士 １人１日当たり１４，６００円以内

オ 土木技術者及び建築技術者 １人１日当たり１６，８００円以内

カ 大工 １人１日当たり１５，５００円以内

キ 左官 １人１日当たり１５，５００円以内

ク とび職 １人１日当たり１５，７００円以内

� 時間外勤務手当

職種ごとに�のアからクまでに定める日当額を基礎とし、

常勤職員との均衡を考慮して算定した額以内とすること。

� 旅費

職種ごとに�のアからクまでに定める日当額を基礎とし、

常勤職員との均衡を考慮して、職員の旅費に関する条例（昭

和２８年愛媛県条例第６号）において定める額以内とするこ

と。

２ 省略

イ 薬剤師

１人１日当たり１１，９００円以内

ウ 保健師、助産師及び看護師 １人１日当たり

１１，４００円以内

エ 土木技術者及び建築技術者 １人１日当たり１７，２００円以内

オ 大工、左官及びとび職 １人１日当たり２０，７００円以内

� 時間外勤務手当

職種ごとに�のアからオまでに定める日当額を基礎とし、

常勤職員との均衡を考慮して算定した額以内とすること。

� 旅費

職種ごとに�のアからオまでに定める日当額を基礎とし、

常勤職員との均衡を考慮して、職員の旅費に関する条例（昭

和２８年愛媛県条例第６号）において定める額以内とするこ

と。

２ 省略

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１５８３ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０２０１６０９ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１

特定施設入居者生
活介護 有料老人ホーム大西 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０３０１０９４ 株式会社はなみずき介護
センター

愛媛県宇和島市保手一丁
目５番１２号 訪問介護 はなみずき介護センター 愛媛県宇和島市保手一丁

目５番１２号 平成１９年１０月１日

３８７０７００６１８ 株式会社新風会 愛媛県大洲市徳森１４７７番
地１ 通所介護 デイサービスセンター龍

星
愛媛県大洲市柚木字王子
ヶ平５８７番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０１０６６５９ ＮＰＯ法人シン 愛媛県松山市土居田町５８
３番地 通所介護 デイサービスシン 愛媛県松山市土居田町５８

３番地 平成１９年１０月８日

３８７０１０６６７５ 有限会社ティーエムコー
ポレーション

愛媛県松山市北斎院町１０
７２番地１ 通所介護 マウマカンデ菫 愛媛県松山市枝松三丁目

１番１３号 平成１９年１０月１２日

３８７０１０６６８３ 株式会社アクト企画 愛媛県松山市井門町６７５
番地

特定施設入居者生
活介護

有料老人ホームマドンナ
ハウス西石井

愛媛県松山市西石井一丁
目１番２７号 平成１９年１０月１５日

３８７０１０６６９１ 株式会社ＭＡ 愛媛県松山市南白水二丁
目９番地１２ 訪問介護 訪問介護事業所ケアサポ

ーターわかな
愛媛県松山市南白水二丁
目９番地１２ 平成１９年１０月１９日

３８７０１０６７０９ 有限会社エディア 愛媛県松山市北斎院町２３
０番地４ 通所介護 通所介護歩風里 愛媛県松山市北斎院町４０

２番地４ 平成１９年１０月２２日

愛 媛 県 報平成１９年１２月４日 第１９１９号

１２８０



��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第１８０１号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第５３条第１項本文の規定により、次のとおり指定介護予防サービス事業者を指定した。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０２号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０３号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所の所在地

を変更した旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１５９１ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 居宅介護支援 居宅介護支援事業所オリ

ーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０１０６６６７ 社会福祉法人恩賜財団済
生会支部愛媛県済生会

愛媛県松山市山西町９９７
番地１ 居宅介護支援

社会福祉法人恩賜財団済
生会在宅介護サービスセ
ンターひばりヶ丘

愛媛県松山市東山町１４３
番地 平成１９年１０月１５日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所

指定年月日
名 称 所 在 地

３８７０２０１５８３ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 介護予防通所介護 デイサービスセンターオ

リーブ
愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０２０１６０９ 株式会社ソシオ 愛媛県今治市大西町紺原
甲８２８番地１

介護予防特定施設
入居者生活介護 有料老人ホーム大西 愛媛県今治市大西町紺原

甲８２８番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０３０１０９４ 株式会社はなみずき介護
センター

愛媛県宇和島市保手一丁
目５番１２号 介護予防訪問介護 はなみずき介護センター 愛媛県宇和島市保手一丁

目５番１２号 平成１９年１０月１日

３８７３９００１２４ 社会福祉法人松野町社会
福祉協議会

愛媛県北宇和郡松野町大
字松丸１６６１番地１３ 介護予防訪問介護 松野町社会福祉協議会 愛媛県北宇和郡松野町大

字松丸１６６１番地１３ 平成１９年１０月１日

３８７３９００１２４ 社会福祉法人松野町社会
福祉協議会

愛媛県北宇和郡松野町大
字松丸１６６１番地１３

介護予防訪問入浴
介護 松野町社会福祉協議会 愛媛県北宇和郡松野町大

字松丸１６６１番地１３ 平成１９年１０月１日

３８７０７００６１８ 株式会社新風会 愛媛県大洲市徳森１４７７番
地１ 介護予防通所介護 デイサービスセンター龍

星
愛媛県大洲市柚木字王子
ヶ平５８７番地１ 平成１９年１０月１日

３８７０１０６６５９ ＮＰＯ法人シン 愛媛県松山市土居田町５８
３番地 介護予防通所介護 デイサービスシン 愛媛県松山市土居田町５８

３番地 平成１９年１０月８日

３８７０１０６６７５ 有限会社ティーエムコー
ポレーション

愛媛県松山市北斎院町１０
７２番地１ 介護予防通所介護 マウマカンデ菫 愛媛県松山市枝松三丁目

１番１３号 平成１９年１０月１２日

３８７０１０６６８３ 株式会社アクト企画 愛媛県松山市井門町６７５
番地

介護予防特定施設
入居者生活介護

有料老人ホームマドンナ
ハウス西石井

愛媛県松山市西石井一丁
目１番２７号 平成１９年１０月１５日

３８７０１０６６９１ 株式会社ＭＡ 愛媛県松山市南白水二丁
目９番地１２ 介護予防訪問介護 訪問介護事業所ケアサポ

ーターわかな
愛媛県松山市南白水二丁
目９番地１２ 平成１９年１０月１９日

３８７０１０６７０９ 有限会社エディア 愛媛県松山市北斎院町２３
０番地４ 介護予防通所介護 通所介護歩風里 愛媛県松山市北斎院町４０

２番地４ 平成１９年１０月２２日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０２６５８ 有限会社エディア 愛媛県松山市北斎院町２３
０番地４ 訪問介護 あゆみ介護 愛媛県松山市南江戸

三丁目８番１０号
愛媛県松山市北斎院
町４０２番地４

平成１９年
１０月１日

愛 媛 県 報平成１９年１２月４日 第１９１９号

１２８１
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�愛媛県告示第１８０４号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５の規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス

事業所の所在地を変更した旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０５号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第７５条の規定により、指定居宅サービス事業者から、次のとおり指定居宅サービス事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０６号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条の規定により、指定居宅介護支援事業者から、次のとおり指定居宅介護支援事業所を廃止し

た旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８０７号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１５条の５規定により、指定介護予防サービス事業者から、次のとおり指定介護予防サービス事

業所を廃止した旨の届出があった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 居 宅 介 護 支 援 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０３３２６ 有限会社エディア 愛媛県松山市北斎院町２３
０番地４

居宅介護
支援

指定居宅介護支援事業
所あゆみ

愛媛県松山市南江戸
３－８－１０

愛媛県松山市北斎院
町４０２－４

平成１９年
１０月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービス
の 種 類

指 定 介 護 予 防 サ ー ビ ス 事 業 所
届 出
年 月 日名 称

所 在 地

変 更 前 変 更 後

３８７０１０２６５８ 有限会社エディア 愛媛県松山市北斎院町２３
０番地４

介護予防
訪問介護 あゆみ介護 愛媛県松山市南江戸

三丁目８番１０号
愛媛県松山市北斎院
町４０２番地４

平成１９年
１０月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅サー ビ ス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０１９０８ 株式会社ビッグウッド杉
木

愛媛県松山市森松町６６４
－３ 福祉用具貸与 株式会社ビッグウッド福

祉用具貸与事業所
愛媛県松山市森松町６６４
－３ 平成１６年３月３１日

３８７０１０６０２２ ソーシャルリンク株式会
社

愛媛県松山市本町六丁目
６番地７ロータリー本町
３１３

通所介護 デイセンターまるく
愛媛県松山市問屋町８番
３０号問屋町マンション１
階

平成１９年９月３０日

３８７０５００２３２ 社会福祉法人ふたば会 愛媛県新居浜市船木９５９
－３ 訪問入浴介護 指定訪問入浴介護事業所

ふたば荘
愛媛県新居浜市船木９５９
－３ 平成１９年９月３０日

３８６３３９０４２７ 医療法人順風会 愛媛県松山市天山町２－
３－３０ 訪問看護 訪問看護ステーション長

安
愛媛県東温市志津川２９－
１ 平成１９年１０月１日

介 護 保 険
事業者番号

指定居宅介護 支 援
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定居宅介護支援事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８５７７８０１５３ 医療法人財団慈強会 愛媛県松山市高井町１２１１ 居宅介護支援 老人保健施設高井の里 愛媛県松山市高井町１２０３ 平成１９年９月３０日

３８６３３９０４２７ 医療法人順風会 愛媛県松山市天山町２－
３－３０ 居宅介護支援 訪問看護ステーション長

安
愛媛県東温市志津川２９－
１ 平成１９年１０月１日

愛 媛 県 報平成１９年１２月４日 第１９１９号

１２８２
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�愛媛県告示第１８０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１６項の規定により、

新居浜市庄内土地改良区から次のとおり役員が退任した旨の届出が

あった。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

退 任

�������
�愛媛県告示第１８１０号
次のように公有水面埋立法（大正１０年法律第５７号。以下「法」と

いう。）第２条第１項の規定に基づく埋立ての免許の出願があった。

法第３条第１項に規定する書面及び関係図書は、愛媛県庁、今治

地方局建設部及び今治市役所において告示の日から起算して３週間

公衆の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 出願者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代

表者の氏名及び住所

愛媛県

松山市一番町四丁目４番地２

代表者 愛媛県知事 加戸 守行

松山市御宝町１１９番１

２ 埋立区域及び埋立てに関する工事の施行区域

� 埋立区域

ア 位置

今治市大西町脇甲１８２５番２７から同１８３２番を経て同１７２６番１７

に至る間の地先公有水面

イ 区域

次の１点から１９点を順次直線で結んだ線並びに１９点と１点

�愛媛県告示第１８０８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産

業経済部商工労政課並びに新居浜市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

（仮）西の土居ショッピ
ングセンター

新居浜市西の土居一
丁目１５３番地他

大規模小売店舗において小売
業を行う者の開店時刻及び閉
店時刻

ダイキ株式会社
午前７時から
午後９時４５分まで
マックスバリュ西日
本株式会社
午前７時から
午後９時４５分まで
株式会社大屋
午前１０時から
午後９時４５分まで

ダイキ株式会社
午前７時から
午後９時４５分まで
マックスバリュ西日
本株式会社
午前７時から
午後９時４５分まで
株式会社大屋
午前９時から
午後９時４５分まで

平成１９年
１１月２２日

平成１９年
１１月２０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び西条地方局産業経済部商工労

政課並びに新居浜市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

介 護 保 険
事業者番号

指定介護予防サービス
事業者の開設 者 の
名 称 又 は 氏 名

開 設 者 の 主 た る
事 務 所 の 所 在 地
又 は 住 所

サービスの種類
廃止に係る指定介護予防サービス事業所

届出年月日
名 称 所 在 地

３８７０１０６０２２ ソーシャルリンク株式会
社

愛媛県松山市本町六丁目
６番地７ロータリー本町
３１３

介護予防通所介護 デイセンターまるく
愛媛県松山市問屋町８番
３０号問屋町マンション１
階

平成１９年９月３０日

３８７０５００２３２ 社会福祉法人ふたば会 愛媛県新居浜市船木９５９
－３

介護予防訪問入浴
介護

指定訪問入浴介護事業所
ふたば荘

愛媛県新居浜市船木９５９
－３ 平成１９年９月３０日

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 秋 山 茂 新居浜市庄内町二丁目６番１３号

愛 媛 県 報平成１９年１２月４日 第１９１９号

１２８３
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を結ぶ春分及び秋分の満潮位（Ｔ．Ｐ．＋２．００メートル）に

おける陸と公有水面との接する線により囲まれた区域

基点（今治市大西町脇甲１８２５番３５地内の国土地理院「第３４

６５号」一等水準点）は、北緯３４度０３分４２秒、東経１３２度５４分

４６秒の地点

１点は、基点から真北３４３度３９分４２秒８３．０６メートルの地

点

２点は、１点から真北７８度０１分０２秒２３．９５メートルの地点

３点は、２点から真北７４度１０分０６秒１９．８０メートルの地点

４点は、３点から真北７３度５１分５９秒１０．００メートルの地点

５点は、４点から真北７５度１６分３３秒２．４７メートルの地点

６点は、５点から真北３４５度４０分３７秒２．５５メートルの地点

７点は、６点から真北７５度４０分３７秒１２．６０メートルの地点

８点は、７点から真北１６５度４０分３７秒２．５３メートルの地点

９点は、８点から真北７６度０９分１６秒５．３４メートルの地点

１０点は、９点から真北７７度０６分３４秒１０．１４メートルの地点

１１点は、１０点から真北７８度０３分５１秒１０．１４メートルの地点

１２点は、１１点から真北７９度０１分０９秒１０．１４メートルの地点

１３点は、１２点から真北７９度５８分２７秒１０．１４メートルの地点

１４点は、１３点から真北８０度５５分４４秒１０．１４メートルの地点

１５点は、１４点から真北８２度０６分１１秒２０．１３メートルの地点

１６点は、１５点から真北８２度１４分３５秒１９．９４メートルの地点

１７点は、１６点から真北８０度５３分１１秒１９．６０メートルの地点

１８点は、１７点から真北７６度４４分３０秒１９．２６メートルの地点

１９点は、１８点から真北７１度０９分１０秒１５．５７メートルの地点

ウ 面積

１，９３７．９３平方メートル

� 埋立てに関する工事の施行区域

ア 位置

今治市大西町脇甲１８２５番２７から同脇甲１７２６番１７に至る間の

地先公有水面及び陸域

イ 区域

次のＡ点からＴ点までを順次直線で結んだ線並びにＴ点と

Ａ点を直線で結んだ線により囲まれた区域

基点（今治市大西町脇甲１８２５番３５地内の国土地理院「第３４

６５号」一等水準点）は、北緯３４度０３分４２秒、東経１３２度５４分

４６秒の地点

Ａ点は、基点から真北３３８度２２分０８秒６８．０５メートルの地

点

Ｂ点は、Ａ点から真北５度５８分０４秒２６．８３メートルの地点

Ｃ点は、Ｂ点から真北７７度０３分１１秒３７．４３メートルの地点

Ｄ点は、Ｃ点から真北７５度４７分５９秒４８．５３メートルの地点

Ｅ点は、Ｄ点から真北８１度４１分１６秒６４．８４メートルの地点

Ｆ点は、Ｅ点から真北７８度４６分５３秒４４．７２メートルの地点

Ｇ点は、Ｆ点から真北７１度０２分５９秒１６．７１メートルの地点

Ｈ点は、Ｇ点から真北１４５度０２分２０秒１４．７７メートルの地

点

Ｉ点は、Ｈ点から真北２４２度０３分３０秒９．６３メートルの地点

Ｊ点は、Ｉ点から真北２３８度５４分１６秒１４．７５メートルの地

点

Ｋ点は、Ｊ点から真北２３６度４８分５０秒６．４７メートルの地点

Ｌ点は、Ｋ点から真北６度２２分０８秒２．４３メートルの地点

Ｍ点は、Ｌ点から真北２５５度０４分３１秒７．０７メートルの地点

Ｎ点は、Ｍ点から真北２４９度２７分４７秒１．０６メートルの地点

Ｏ点は、Ｎ点から真北２５６度１７分５８秒４１．３７メートルの地

点

Ｐ点は、Ｏ点から真北２５４度１８分５６秒９．２０メートルの地点

Ｑ点は、Ｐ点から真北２６２度１１分２２秒２３．１２メートルの地

点

Ｒ点は、Ｑ点から真北２５８度４４分１４秒９．２９メートルの地点

Ｓ点は、Ｒ点から真北２５５度１５分０５秒４１．２０メートルの地

点

Ｔ点は、Ｓ点から真北２５６度４８分０３秒４３．３０メートルの地

点

ウ 面積

４，９８０．８１平方メートル

３ 埋立地の用途

道路用地 約１，６２０平方メートル

護岸用地 約 ３１０平方メートル

水路用地 約 １０平方メートル

４ 出願年月日

平成１９年１１月１４日

�愛媛県告示第１８１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、西条地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市具定町字日之尾山乙６４番２９から

同町字分木乙５５番１まで

旧 ５．７～２３．０ ０．１６１

新 １１．０～３９．５ ０．１６１
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�愛媛県告示第１８１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、松山地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、八幡浜地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１８１６号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成１９年１２月４日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ３１９号
四国中央市具定町字日之尾山乙６４番２９から

同町字分木乙５５番１まで
平成１９年１２月４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 粟井浅海線
松山市中西内外７番８から

同市中西内５６１番４まで
平成１９年１２月４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川３６７８番１地先から

同町宇和川４２８５番２まで

旧 ７．０～３８．０ ０．４７０

新 １２．４～３８．０ ０．４５７

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 １９７号
大洲市肱川町宇和川３６７８番１地先から

同町宇和川３７５８番まで
平成１９年１２月４日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

１９松局建（開）第４２号

平成１９年１１月２０日

東温市南方字広町２３１７番１、同市南方字厚美２８８２番５、２８８２番９、２９１３番

１、２９１３番２、２９１３番３、２９１３番４、２９１４番、２９１５番、２９１７番、２９１８番、

２９１９番、２９２２番１、２９２２番３、２９２３番１、２９２３番２、２９２４番１、２９２４番２、

２９２６番１、２９２８番１、２９２８番２、２９２９番、２９３５番１、２９３５番４、２９３９番１、

２９３９番２、２９４０番１、２９４０番３、２９４０番４、２９４１番、２９４２番１、２９４２番３、

２９４３番１、２９４３番３及び２９４３番３地先農道

高松市朝日町五丁目１５番１号

関西陸運株式会社

代表取締役 菊 池 秀 夫
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監 査 公 表

�公表第４１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成１９年１２月４日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

�������
�公表第４２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により、

監査の結果を次のとおり公表する。

平成１９年１２月４日

愛媛県監査委員 壺 内 紘 光

同 白 石 友 一

同 岡 田 志 朗

同 田 中 多佳子

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

今 治 工 業 高 等 学 校 平成１９年２月２日

（監査の結果）

授業料については、納期限内の収入確保に努められたい。

区 分 収入未済額（円） 備 考

平成１８年１１月３０日現在 １，１７１，２００

平成１９年１月１６日（予備監査日）現在 ７３９，２００

（措置の内容）

授業料の収入未済額については、保護者と面談等により督促し、平成

１９年３月２９日完納した。

今後も引き続き保護者との連絡を密にし、適期収入に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 務 管 理 課 平成１９年１１月２日

人 事 課 〃

財 政 課 〃

税 務 課 〃

市 町 振 興 課 平成１９年１１月１日

私 学 文 書 課 平成１９年１０月１５日

行 政 シ ス テ ム 改 革 課 平成１９年１１月１日

企 画 調 整 課 平成１９年１１月２日

交 通 対 策 課 平成１９年１０月１２日

統 計 課 〃

情 報 政 策 課 〃

秘 書 課 平成１９年１１月２日

広 報 広 聴 課 平成１９年１０月１５日

県 民 生 活 課 平成１９年１１月８日

男 女 参 画 課 平成１９年１０月１８日

県 民 活 動 推 進 課 〃

人 権 対 策 課 〃

消 防 防 災 安 全 課 平成１９年１０月９日

危 機 管 理 課 〃

環 境 政 策 課 平成１９年１０月１８日

廃 棄 物 対 策 課 〃

自 然 保 護 課 〃

保 健 福 祉 課 平成１９年１１月８日

健 康 増 進 課 平成１９年１０月１２日

薬 務 衛 生 課 〃

子 育 て 支 援 課 平成１９年１０月３０日

障 害 福 祉 課 平成１９年１０月９日

長 寿 介 護 課 〃

産 業 政 策 課 平成１９年１１月１日

労 政 雇 用 課 平成１９年１０月１５日

産 業 創 出 課 平成１９年１０月２９日

経 営 支 援 課 平成１９年１０月１６日

観 光 交 流 課 〃

国 際 交 流 課 〃

農 政 課 平成１９年１１月１日

農 業 経 済 課 平成１９年１０月９日

農 地 整 備 課 平成１９年１１月１日

農 業 経 営 課 〃

農 産 園 芸 課 平成１９年１０月１６日

畜 産 課 〃

林 業 政 策 課 平成１９年１０月２３日

森 林 整 備 課 〃

漁 政 課 〃

水 産 課 〃

漁 港 課 〃

土 木 管 理 課 平成１９年１１月８日

用 地 課 平成１９年１０月１２日

河 川 課 平成１９年１０月２９日

水 資 源 対 策 課 〃

港 湾 海 岸 課 平成１９年１０月１０日

砂 防 課 〃

道 路 建 設 課 平成１９年１０月３０日

道 路 維 持 課 〃

都 市 計 画 課 〃

都 市 整 備 課 平成１９年１１月２日

建 築 住 宅 課 平成１９年１０月９日

出 納 局 平成１９年１０月１５日

人 事 委 員 会 事 務 局 〃

議 会 事 務 局 平成１９年１０月１６日

監 査 事 務 局 平成１９年１１月１６日
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教 育 総 務 課 平成１９年１０月３０日

生 涯 学 習 課 〃

義 務 教 育 課 平成１９年１０月１０日

高 校 教 育 課 〃

人 権 教 育 課 〃

特 別 支 援 教 育 課 〃

文 化 振 興 課 平成１９年１０月２９日

文 化 財 保 護 課 〃

保 健 ス ポ ー ツ 課 〃

労 働 委 員 会 事 務 局 平成１９年１０月２３日

警 察 本 部 平成１９年１１月８日

（監査の結果）

平成１８年度における予算の執行その他について、それぞれ監査を実施

したところ、おおむね良好であったが、次の事項が認められた。

１ 私立学校運営費補助金について、補助金の算定根拠となる園児数の

確認が不十分であったため、過大に交付していた。

（私学文書課）

２ 代執行費用徴収金については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ６１，４０４，９９９

計 ６１，４０４，９９９

（廃棄物対策課）

３ 生活安定資金貸付金償還金については、滞納繰越額の縮減に一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ０ ５５，９４４，２７０ ５５，９４４，２７０

１７年度 ７２，０６０ ５８，３０５，７６０ ５８，３７７，８２０

差引増減 △７２，０６０ △２，３６１，４９０ △２，４３３，５５０

（保健福祉課）

４ 看護職員修学資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保に

努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ８２２，０００ ３７８，０００ １，２００，０００

１７年度 ５７２，０００ １２６，０００ ６９８，０００

差引増減 ２５０，０００ ２５２，０００ ５０２，０００

（保健福祉課）

５ 児童扶養手当返還金及び児童扶養手当の過誤払金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努

められたい。

（児童扶養手当返還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，１０２，１２０ ２８，８２３，５３０ ２９，９２５，６５０

１７年度 １，７５０，１７０ ２７，０７３，３６０ ２８，８２３，５３０

差引増減 △６４８，０５０ １，７５０，１７０ １，１０２，１２０

（児童扶養手当の過誤払金）

区 分 収入未済額（円） 備 考

１８年度 ８３，４４０

１７年度 １，１０２，１２０

差引増減 △１，０１８，６８０

（子育て支援課）

６ 母子寡婦福祉資金特別会計における母子寡婦福祉資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減に、より一層努められたい。

（母子福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １９，６８９，３７０ １１２，５５７，７１３ １３２，２４７，０８３

１７年度 １８，３９２，０２３ １００，０４３，８５３ １１８，４３５，８７６

差引増減 １，２９７，３４７ １２，５１３，８６０ １３，８１１，２０７

（寡婦福祉資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，４８５，０９２ １４，８５２，３０２ １６，３３７，３９４

１７年度 １，３１３，４７８ １４，２７３，３２９ １５，５８６，８０７

差引増減 １７１，６１４ ５７８，９７３ ７５０，５８７

（子育て支援課）

７ 中小企業振興資金特別会計における高度化資金貸付金償還金、施設

共同化資金貸付金償還金、繊維工業構造改善資金貸付金償還金及び設

備近代化資金貸付金償還金については、納期限内の収入確保に努める

とともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

（高度化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ３５３，６２６，０００ ７４０，２２０，０００ １，０９３，８４６，０００

１７年度 ７５０，２２０，０００ ０ ７５０，２２０，０００

差引増減 △３９６，５９４，０００ ７４０，２２０，０００ ３４３，６２６，０００

（施設共同化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

１７年度 ０ ９，３２２，７７９ ９，３２２，７７９

差引増減 ０ ０ ０

（繊維工業構造改善資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １７，７５８，０００ １３３，１２５，５６３ １５０，８８３，５６３

１７年度 ２１，８１０，０００ １２９，８５１，５５０ １５１，６６１，５５０

差引増減 △４，０５２，０００ ３，２７４，０１３ △７７７，９８７
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（設備近代化資金貸付金償還金）

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ０ ３３，２５８，９９８ ３３，２５８，９９８

１７年度 ０ ３４，０８８，９９８ ３４，０８８，９９８

差引増減 ０ △８３０，０００ △８３０，０００

（経営支援課）

８ 中小企業振興資金特別会計における違約金（繊維工業構造改善資金

貸付金償還金及び設備近代化資金貸付金償還金に伴うもの。）につい

ては、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１７年度 ２，０３４，００８

１３年度 １８，２３０

計 ２，０５２，２３８

（経営支援課）

９ 林業改善資金特別会計における林業改善資金貸付金償還金について

は、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、よ

り一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ３，４１５，０００ ２１，４７８，０４４ ２４，８９３，０４４

１７年度 １，０５５，０００ ２２，５６３，０４４ ２３，６１８，０４４

差引増減 ２，３６０，０００ △１，０８５，０００ １，２７５，０００

（林業政策課）

１０ 林業改善資金特別会計における違約金（貸付金償還金に伴うもの。）

については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１６年度 ２１２，６４６

１５年度 ３１５，７４７

計 ５２８，３９３

（林業政策課）

１１ 県有林経営事業特別会計の執行状況については、県営林経営改善計

画に基づいた経営改善の取組がなされた結果、単年度の歳入歳出差引

歳入不足額は、前年度に比べて減少している。

しかしながら、歳入歳出差引歳入不足額は、昭和５９年度以降、毎年

度繰上充用の措置が講じられ、平成１８年度決算では２０億９，０００万円余

となっており、収支の不均衡が拡大していることから、今後とも健全

な経営に向けて、より一層の努力が望まれる。

（森林整備課）

１２ 沿岸漁業改善資金特別会計における沿岸漁業改善資金貸付金償還金

については、納期限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮

減に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １，５００，０００ ５００，０００ ２，０００，０００

１７年度 １，１５０，０００ ０ １，１５０，０００

差引増減 ３５０，０００ ５００，０００ ８５０，０００

（漁政課）

１３ 代執行費用徴収金については、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 収入未済額（円） 備 考

１８年度 ４，０００，０００

計 ４，０００，０００

（河川課）

１４ 住宅貸付損害金については、納期限内の収入確保に努めるとともに、

滞納繰越額の縮減に、より一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ３，１７２，４９３ ２１，５２９，２６９ ２４，７０１，７６２

１７年度 ３，４４１，０１２ １８，０８８，２５７ ２１，５２９，２６９

差引増減 △２６８，５１９ ３，４４１，０１２ ３，１７２，４９３

（建築住宅課）

１５ 奨学資金特別会計における奨学資金貸付金償還金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ８，２０８，０００ ７，４４８，０００ １５，６５６，０００

１７年度 ４，６７０，０００ ５，０５４，０００ ９，７２４，０００

差引増減 ３，５３８，０００ ２，３９４，０００ ５，９３２，０００

（教育総務課）

１６ 地域改善対策高等学校等就学奨励費貸付金償還金については、納期

限内の収入確保に努めるとともに、滞納繰越額の縮減に、より一層努

められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 ４６，１０３，３５２ １５２，１４５，６０４ １９８，２４８，９５６

１７年度 ４６，４９７，３５１ １０８，５７４，５２７ １５５，０７１，８７８

差引増減 △３９３，９９９ ４３，５７１，０７７ ４３，１７７，０７８

（人権教育課）

１７ 公務中の警察車両による事故や警察車両運転者の不注意による自損

事故が依然として多発しており、職員意識の高揚と事故防止対策の徹

底に、一層努められたい。

（警察本部）

１８ 放置違反金については、納期限内の収入確保に努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

１８年度 １０，０１１，０００ ０ １０，０１１，０００

１７年度 ０ ０ ０

差引増減 １０，０１１，０００ ０ １０，０１１，０００

（警察本部）
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